
職員給与規程 

改正 平成１２年 ５ 月１９日 評議員会議案第１２号 

平成１２年 ５ 月１９日  理事会議案第１３号 

平成１２年 ６ 月１４日 評議員会議案第１６号 

平成１２年 ６ 月１４日  理事会議案第１７号 

平成１３年 ３ 月２１日 評議員会議案第３５号 

平成１３年 ３ 月１３日  理事会議案第４７号 

平成１３年 ７ 月２３日 評議員会議案第１３号 

平成１４年 ３ 月２７日 評議員会議案第２４号 

平成１４年１１月 ５ 日 評議員会議案第 ８ 号 

平成１５年 ３ 月２０日 評議員会議案第２７号 

平成１５年 ９ 月２９日 評議員会議案第１１号 

   平成１５年１１月１４日  理事会議案第３２号 

平成１６年 ２ 月２６日  理事会議案第３６号 

平成１６年 ６ 月１６日  理事会議案第１１号 

平成１７年 ２ 月２３日  理事会議案第２９号 

平成１７年 ３ 月２８日 評議員会議案第１０号 

平成１７年１２月２２日  理事会議案第２３号 

平成１８年 １ 月２３日  理事会議案第２４号 

平成１８年 ３ 月２２日  理事会専決第 ５ 号 

平成１９年 ３ 月２６日  理事会議案第３７号 

平成１９年 ３ 月２６日  理事会議案第４２号 

平成１９年 ７ 月２４日  理事会議案第１７号 

平成１９年１２月２０日  理事会議案第２５号 

 平成２０年 １ 月２８日  理事会議案第２８号 

平成２０年 ３ 月２４日  理事会専決第 １ 号 

平成２１年 ３ 月２５日  理事会議案第１９号 

平成２２年 ３ 月２６日  理事会議案第１７号 

平成２３年 ３ 月２４日  理事会議案第２７号 

  平成２３年 ５ 月２５日  理事会議案第１２号 

平成２４年 ３ 月２６日  理事会議案第２５号 

平成２５年 ４ 月２５日  理事会議案第 ３ 号 

   平成２６年 ４ 月２４日  理事会議案第 ２ 号 

平成２８年 ３ 月２４日  理事会議案第１９号 

（平成３１年 ３ 月２２日  理事会）    令和３年 ７ 月２９日   理事会議案第１４号  

令和４年 ４ 月２５日  理事会議案第２号 

令和５年 ３月２３日  理事会議案第２４号 

令和５年 ９月２８日  理事会議案第１８号 

令和６年 ３月２１日  理事会議案第３５号 

令和６年 ８月２６日  理事会議案第７号 

（趣 旨） 

第１条 この給与規程（以下「規程」という。）は、社会福祉法人山ノ内町社会福祉協議会職員就

業規則（以下「就業規則」という。）第６０条の規定に基づく、職員の給与に関し必要な事項を

定めるものとする。                  扶養手当 

（給与の構成）                    通勤手当 

第２条 給与の構成は、次のとおりとする。        住居手当 

                給 料         期末手当 

給 与                      寒冷地手当 

手 当         勤勉手当 

                    役職手当 

                           特殊勤務手当 
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（給 料） 

第３条 給料は、本会の業績及び本人の経験、年齢、技能、職務遂行能力等を考慮して別に定める 

給料表（別表１）により会長が各人別に決定する。 

２ 職員就業規則第６２条第１項に定める定年延長の経過措置の期間の給料については、年齢６０

歳に達した日以後における最初の３月３１日時点の給料の７割とする。但し、７割の給料額が再

雇用職員の適用される給料額（大学卒初任給の３号俸上位の金額）を下回る場合は、その額を適

用するものとする。 

（職務の級） 

第４条 職員の職務は、業務の内容及び責任の度合いに基づき、これを前条の給料表に定める職務

の級に分類するものとし、その職務の基準となるべき職務の内容は、標準職務表(別表２)による。 

（初任給等） 

第５条 新たに給料表の適用を受ける職員となった者の号俸は、会長が別に初任給基準表（別表５）

により決定する。ただし、経験年数換算表については、別表３による。 

２ 新たに職員となった者には、その日から給料を支給し、昇給、昇格等により給料額に異動を生

じた者には、その日から新たに定められた給料を支給する。 

３ 職員が離職したときは、その日まで給料を支給する。 

４ 職員が死亡したときは、その日まで給料を支給する。 

５ 第１項及び第２項の規定により給料を支給する場合にあっては、その月額は、その月の現日数

から週休日を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算する。 

（昇 給） 

第６条 職員が現に受けている号俸を受けるに至ったときから,12 月を下らない期間の勤務成績、

技能、功績その他の事項を考慮して、１号俸上位の号俸に昇給させることができる。 

２ 前項の昇給において、昇給できる年齢は、５５歳までとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、本会の業績が著しく低下したとき、又は、やむを得ない事由があ

る場合には、昇給を行わないことがある。 

４ 勤務成績が特に良好であるもの等においては、第１項の規定にかかわらず期間を短縮し、若し

くはその現に受けている号俸より２号俸上位の号俸まで昇給させ、又はそのいずれかをも併せて

行うことができる。 

５ 給料月額が、その属する職務の級における給料の幅の最も高額である場合又は最高額を超えて

いる場合には、その者が同一の職務の級にある間は昇給しない。ただし、それらの給料月額を受

けている職員で、給料月額を受けるに至ったときから２４月を、下らない期間を良好な成績で勤

務した者、勤務成績が特に良好である者等については、その職員の属する職務の級における給料

の幅の最高額を超えて、会長が定めるところにより昇給させることができる。 

（給料関係の実施規定等） 

第７条 前各条に定めるもののほか、職員の給料表の適用、職務の級の資格基準、初任給及び昇格

に関し必要な事項は、山ノ内町が定めるところの例による。 

（扶養手当） 

第８条 扶養手当の支給に関する取扱は、「町条例第３章」の規定を準用する。 

（住居手当） 

第９条 住居手当の支給に関する取扱は、「町条例第３章の２」の規定を準用する。 

（時間外勤務手当） 

第 10条 正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた職員(管理職である事務局長及び事務局次

長と係長は除く。)には、正規の時間外に勤務した全時間に対して、勤務時間外手当を支給する。 

２ 前項の手当は、正規の１時間当たりの給料額に、勤務の区分に応じ、次の割合を乗じて得た額

をもって算出した額とする。 

(1) 勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間にあっては、  １００分の１５０ 

(2) 休日勤務のときにあっては、                １００分の１３５ 

（就業規則第３８条の規定による振替日を含み、第３７条後段による勤務を命ぜられた日は含まない。） 

(3) 前号に掲げる勤務以外の時間外勤務にあっては、       １００分の１２５          

３ 第 2 項の規定による正規の時間外勤務 1 時間当たりの給与額は、給料の月額に１２を乗じ、そ

の額を 1 週間当たりの勤務時間（４０時間）に５２を乗じたもので除して得た額とする。 
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（期末手当） 

第 11 条 期末手当は、町条例第６章の規程に準じて支給する。ただし、本会の業績の低下その他

やむを得ない事由がある場合には、支給時期を延期し、または減額したり、支給しないことがあ

る。 

（寒冷地手当） 

第 12 条 寒冷地手当は、以下の基準により算出し、給料に併せ支給する。 

ただし、本会の業績の低下その他やむを得ない事由がある場合には、支給時期を延期し、また

は減額したり、支給しないことがある。 

(1) 世帯主、準世帯主の場合 10,000 円×5 か月間＝50,000 円 

(2) 上記以外の場合      6,000 円×5 か月間＝30,000 円 

（通勤手当） 

第 13 条 通勤手当は、町条例第８章の規程に準じて支給する。 

（勤勉手当） 

第 14 条 勤勉手当は、町条例第９章の規程に準じて支給する。ただし、本会の業績の低下その他

やむを得ない事由がある場合には、支給時期を延期し、または減額したり、支給しないことがあ

る。 

（役職手当） 

第 15 条 役職手当は、次のとおり支給する。 

(1) 管理職手当は、基本給の以下を乗じた額とする。 

事務局長      １００分の１５ 

 事務局次長     １００分の１３ 

 係長        １００分の１０ 

(2) 係長手当        月額  （上記(1)に規定した為廃止） 

(3) 介護保険事業管理者手当 月額  ７，０００円 

(4) 主任手当        月額  ５，０００円 

(5) 出納責任者手当     月額  ５，０００円 

(6) 同一の職員が二つ以上の手当を受けるに至ったときは、支給金額の最も多い手当とし、二

つ以上の手当は支給しないものとする。 

（特殊勤務手当） 

第 16 条 特殊勤務手当は、次の特殊勤務を行う職にある者に支給する。 

(1) 看護師         月額 １２，０００円➡１５，０００円 

(2) ホームヘルパー     月額 １０，０００円 

(3) 同一の職員が上記二つの手当を受けるに至ったときは、支給金額の最も多い手当とし、二

つ以上の手当は支給しないものとする。 

(4) 介護支援専門員     月額  ８，０００円➡２４，０００円 

上記の他、夜間携帯電話所持対応手当 

           月額  ４，８００円 

（但し、兼任業務の場合は、業務換算率での支給とする。また、事業所内の所員の員数に大

きく増減がある場合には、所持回数から見直すものとする。） 

(5) 栄養士         月額  ５，０００円 

(6) 普通自動車運転   １回 １５０円（但し、１２月～３月の冬期は２００円） 

(7) 大型自動車運転   １回 ３００円（但し、１２月～３月の冬期は４００円） 

(8) 資格取得祝い金（一時金） １回 ２０，０００円 

（但し、対象資格は看護師、３福祉士(介護福祉士･社会福祉士･精神保健福祉士)他とする） 

１回 １０，０００円 

（但し、対象資格は准看護師、介護支援専門員、栄養士他とする） 

(9) 資格所持手当       年間 １０，０００円 

（但し、対象資格は３福祉士(介護福祉士･社会福祉士･精神保健福祉士)とする） 

（期末及び勤勉手当の支給時期等） 

第 17 条 第 11 条の期末手当及び第 14 条の勤勉手当の支給時期並びに金額については、町条例の 

規定にかかわらず、次の基準により算出し、給料に併せ支給する。 
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基 準 日 期末手当 勤勉手当 

０６月１日 １．２５ ０．７５ 

１２月１日 １．２５ ０．７５ 

０３月１日 ０．５０ ０００００― 

２ 基準日（６月１日と３月１日）以前３箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

(1) ３箇月  １００分の１５０ 

(2) ２箇月以上３箇月未満 １００分の７０ 

(3) １箇月以上２箇月未満 １００分の５０ 

(4) １箇月未満 １００分の３０ 

３ 介護職員処遇改善交付金の支給については、昇給分を除いた月額７，０００円に、当該交付金

の対象月数を乗じた金額を、３月１日の基準日に、給料に併せて支給する。 

４ 特定介護職員処遇改善交付金の支給については、当該交付金の規定を準用する。ただし、常勤

換算に乗じた金額を、３月１日の基準日に、給料に併せて支給する。 

５ 特定介護職員処遇改善交付金を拡充する手当の支給については、別に定める社内規定を準用す

る。ただし、本会の業績により常勤換算に乗じた金額を、３月１日の基準日に、給料に併せて支

給する。 

（休暇等における給料等） 

第 18 条 次に掲げる休暇は、有給とする。 

(1) 就業規則第４５条の年次有給休暇 

(2) 就業規則第４６条第２項の療養休暇  

(3) 就業規則第４７条第１項の特別休暇（ただし、同条同項第８・９号は除く）  

２ 就業規則第５２条の介護休業は、一日を休業単位とする場合は無給とする。ただし、１時間を

休業単位とする場合は、１時間当たりの給料に介護休業時間の合計時間数を乗じた額を差し引き

支給するものとする。 

（服務の基本） 

第 19 条 欠勤、遅刻、早退及び私用外出の時間については、１時間当たりの給料に欠勤、遅刻、

早退及び私用外出の合計時間数を乗じた額を差し引くものとする。 

（給与の計算期間及び支払日） 

第 20 条 給与は当月分を毎月１５日に支払う。ただし、時間外勤務手当については毎月末日に締

切り、翌月１５日に支払うものとする。なお,条件付採用期間については,当月分を翌月 15 日に支

払うものとする。ただし,支払日が休日に当たるときはその前日に繰り上げて支払うものとする。 

２ 計算期間中の中途で採用され、又は退職した場合の給与は、当該計算期間の出勤日数を基準に

日割り（１か月を３０日とする）計算して支払うものとする。 

（給与の支払いと控除） 

第 21 条 給与は、職員に対し、現金で直接その全額を支払う。ただし、職員が希望した場合は、

その職員の指定する本人名義の金融機関の預貯金口座への振込により支払うものとする。 

(1) 源泉所得税 

(2) 住民税 

(3) 雇用保険の保険料の被保険者負担分 

(4) 健康保険（介護保険を含む）および厚生年金保険の保険料の被保険者負担分 

(5) その他職員代表との書面による給与から控除することとしたもの 

（退職手当） 

第 22 条 退職手当は、長野県社会福祉団体職員退職手当積立基金制度に加入している職員が退職

又は死亡した場合に支給するものとし、退職した場合にはその者に、死亡した場合にはその遺

族に支給する。 

２ 退職手当の額及び支給方法については、長野県社会福祉団体職員退職手当積立基金規程第２３

条から第３３条までを適用する。 

３ 定年延長の経過措置の間、60 歳に達した日以後における最初の３月３１日を支給基準日とす

るものとする。 
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（補 則） 

第 23 条 この規程の実施に関し、必要な事項は、会長が別に定める。 

（事業場内最低賃金） 

第 24 条 本会における最も低い賃金額は、時間給又は時間換算額 1,005 円とする。ただし、最低

賃金法(昭和 34 年法律第 137 号)第 7 条に基づく最低賃金の減額の特例許可を受けた者を除く。 

２ 前項の賃金額には、最低賃金法第 4 条第 3 項に定める賃金を算入しない。また、時間換算額の

算出方法は、最低賃金法施行規則第 2 条の定めるところによる。 

 

 

附 則 

１．この規程は、平成１３年８月１日から施行する。 

２．削除。 

３．この規程の施行日において現に在職する職員にかかわる下記の事項については、この規程にか

かわらず、次のとおりとする。 

(1) 第６条第２項に関する事項については、次のとおり読み替えるものとする。 

昭和２２年３月３１日までに生まれた者は、５８歳 

昭和２２年４月１日から昭和２３年３月３１日までに生まれた者は、５７歳 

昭和２３年４月１日から昭和２４年３月３１日までに生まれた者は、５６歳 

昭和２４年４月１日以降に生まれたものは、５５歳 

(2) 第１９条第１項第３号の内、産前・産後の休暇については、有給とする。 

附 則 

この改正規定は、平成１４年４月１日から施行する。ただし、第１８条の規定については、平成

１３年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この改正規定は、平成１４年１０月１日から適用する。 

附 則 

この改正規定は、平成１５年４月１日から施行し、第１８条の規定について、平成１５年３月１

日基準日の支給分を、平成１５年３月支給分に限り、０．５を０．７と読み替え支給する。 

附 則 

この改正規定は、平成１５年１０月１日から施行する。 

附 則 

この改正規定は、平成１５年１２月１日から施行する。 

附 則 

この改正規定は、平成１６年３月１日から施行し、第１８条の規定について、平成１６年３月１

日基準日の支給分を、平成１６年３月支給分に限り、０．５を行一給料表該当者には０．９、別表

５の該当者には０．７５と読み替え支給する。 

附 則 

この改正規定は、平成１６年７月１日から施行する。ただし、第１８条第２項、附則２の規定に

ついては、平成１５年４月１日から施行するものとする。 

附 則 

この改正規定は、平成１７年３月１日から施行し、第１８条の規定について、平成１７年３月１

日基準日の支給分を、平成１７年３月支給分に限り、０．５を０．９と読み替え支給する。 

附 則 

この改正規定は、平成１７年４月１日から施行する。（第１７条を削除し、第１８条以下１条ず

つ繰り上げる） 

附 則 

この改正規定は、平成１７年１２月１日から施行し、第１７条の規定について、平成１７年１２

月１日基準日の支給分を、平成１７年１２月支給分に限り、０．５を０．７５と読み替え支給する。 

附 則 

この改正規定は、平成１８年４月１日から施行する。 
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附 則 

この改正規定は、理事会の承認の日から施行し、平成１８年３月１日から適用する。第１７条の

規定について、平成１８年３月１日基準日の支給分を、平成１８年３月支給分に限り、０．５を０．

７と読み替え支給する。 

附 則 

この改正規定は、理事会の議決の日から施行し、平成１９年３月１日から適用するものとする。 

附 則 

この改正規定は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正規定は、理事会の議決の日から施行し、平成１９年４月１日から適用するものとする。 

附 則 

この改正規定は、平成２０年１月１日から施行し、平成１９年４月１日から適用するものとする。

第１７条の規定について、平成１９年１２月１日基準日の支給分を、平成１９年１２月支給分に限

り、０．７２５を０．７７５と読み替え、その差額増の０．０５分は、平成２０年１月３０日支給

する。 

附 則 

この改定規定は、平成２０年２月１日から施行する。 

附 則 

この改正規定は、理事会の承認の日から施行し、平成２０年３月１日から適用するものとする。

第１７条の規定について、平成２０年３月１日基準日の支給分を、平成２０年３月支給分に限り、

０．５を０．７と読み替え支給する。 

附 則 

この改定規定は、平成２１年４月１日から施行する。第１６条第１項第７号の規定について、経

過措置として、平成２１年４月１日以前に資格取得した者に対しても支給する。 

附 則 

この改定規定は、理事会の議決の日から施行し､平成２２年３月１日から適用する。第１７条第

３項について、平成２１年１０月から２２年１月までの対象月分を、平成２２年３月支給とする。

以下、平成２２年２月から２３年１月までの対象月分を、平成２３年３月支給。平成２３年２月か

ら２４年１月までの対象月分を、平成２４年３月支給。平成２４年２月から２４年３月までの対象

月分を、平成２５年３月支給とする時限適用とする。 

附 則 

この改定規定は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正規定は、理事会の議決の日から施行し、平成２３年５月１日から適用する。 

附 則 

この改定規定は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この改定規定は、理事会の議決の日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則 

この改定規定は、理事会の議決の日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

附 則 

この改定規定は、平成２８年４月１日から施行する。但し、第１６条第１項（９）について、各

年度対象分を、当該年度３月支給とする。 

  （附 則 

  平成３１年 ３ 月２２日 理事会において） 

附 則 

この改定規定は、理事会の議決の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この改定規定は、理事会の議決の日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

（介護職員処遇改善支援補助金（令和４年１０月からは、介護職員等ベースアップ等支援加算）を

財源にし、給料表のベースアップを図り、別表１の通りに改正する） 
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附 則 

この改定規定は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この改定規定は、令和５年１０月１日から施行する。 

附 則 

この改定規定は、令和６年４月１日から施行する。 

（介護職員処遇改善支援補助金（令和６年２，３月は手当支給とし、）を、令和６年４月からは財

源にし、給料表のベースアップを図り、別表１の通りに改正する） 

附 則 

この改定規定は、令和６年 9 月１日から施行する。 
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